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平成 30 年度取組計画 

１ 取組方針 

神奈川県石油コンビナート等防災計画の推進に向けた平成 30 年度の取組方針は、

前年度に引き続き、次のとおり。 

 

◆ 特定事業所の予防対策の促進 
 
◆ 応急活動体制の強化に向けた訓練の充実 

 
※平成 29年度神奈川県石油コンビナート等防災本部幹事会（平成 30 年１月 25 日）において 

上記方針を決定 

 

２ 取組内容 

(1) 特定事業所の予防対策の促進 

次の①～④に掲げる取組により特定事業所の予防対策の促進を図る。 

（ 取組内容の詳細は、資料１－１ ） 

① 取組状況調査の継続 

② 予防対策手法の具体化及び周知 

③ 国への要望 

④ 取組計画の策定 

 
図 予防対策促進のスキーム（イメージ） 

 

(2) 応急活動体制の強化に向けた訓練の充実 

平成 29 年度に引き続き、石油コンビナート災害に対応する多くの機関（行政、

事業所、共同防災組織等）が合同で行う訓練を実施することで、関係機関同士

の連携をより一層強化するほか、各機関担当職員のコンビナート災害への理解

促進を図る。（ 訓練の概要は、資料１－２ ） 

 

 

以上 

資料１ 



 

特定事業所の予防対策の促進について 
 

平成 25・26 年度に実施した「神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査」

で想定した災害に対応するため、平成 27 年度に「神奈川県石油コンビナート等防災

計画」を見直した。 

平成 28 年度から、見直した防災計画の推進のため、特定事業所の予防対策の促進

等を進めている。 

今年度は、予防対策等の推進のため、次の取組を実施する。 

 

１ 取組状況調査の継続 

 平成 29 年度の調査結果に基づき、次の基本方針により調査項目を精査して、調査

を継続する。（調査項目のイメージは参考資料１参照） 

平成 30 年度取組状況調査基本方針 

① 事業所の防災訓練の充実に向けて、訓練想定や実施内容について、継続して

聴取する。特に、被害が事業所外に及ぶ(情報発信する)事故の判断基準につ

いて確認をする。 

② 危険物タンクの緊急遮断弁の設置等については、現状把握とソフト対策(元弁

を速やかに閉止できる体制構築等)の状況を聴取する。 

③ 上記以外の平成２９年度の調査項目については、対応未了の事業所に対して、

取組の進捗を継続して聴取する。 

④ ハード対策及びソフト対策問わず、災害対策の優先度を事業所自らが考え、

今年度の取組計画を回答してもらう。併せて、前年度の取組結果を聴取する。

（今年度回答から計画事例を整理し、例示、紹介することで、回答しやすい

ように工夫する。） 

 

２ 予防対策手法等の具体化及び周知 

予防対策の具体化及び周知については、次の内容を実施する。 

① 取組状況調査で聴取した自主的な予防対策等を整理し、先進事例について取

りまとめる。参考資料２ 

② これまで事業者が実施してきた保安設備の地震・津波対策について、実態を

把握するとともに、事業者が取り組むべき対策とその進め方及び対策事例を

とりまとめる（委託調査）（前年度の委託結果については、参考資料３参照） 

③ 取組状況調査や委託調査の結果及び先進事例について、防災管理者研修会等

の場で紹介するとともに、特防協の役員会等に出席することで、周知及び情

報提供を進める。また、住民に対しても、取組状況調査結果を分かりやすく

取りまとめ、公表する。参考資料４ 

資料１－１ 



 

 

３ 国への要望 

全国石油コンビナート立地道府県協議会等の場で、危険物タンクにおけるスロッ

シングの早期検知技術の研究・開発や事業所外部の講習会への参加費補助などの人

材育成の支援等について、県から国に対して要望する。 

参考資料５ 

 

４ 取組計画の策定 

取組状況調査や委託調査の結果及び先進事例を事業所に周知することで、事業所

自らが、災害対策の優先度を考えて、予防対策や取組計画の策定できるように促す。 

 



 

平成 30 年度神奈川県石油コンビナート等防災本部訓練について 

 

１ 目的 

神奈川県石油コンビナート等防災本部を構成する関係各機関による合同訓練を

実施し、石油コンビナート等特別防災区域における災害発生直後の初動対応の 

習得・習熟及び関係各機関同士の連携強化を図り、県内のコンビナート防災体制

を強化することを目的とする。 

 

２ 訓練の概要 

 (1) 合同図上訓練 

  関係行政機関及び事業者がコンビナート災害に迅速に対応し、被害の拡大を 

防止するための実践的な訓練の充実を図る。 

本年度からは、市が行った避難計画等の見直し（参考資料６）を踏まえて、 

石油コンビナート地域周辺の住民避難対応に関する要素を取り入れた合同図上

訓練を実施する。 

 

【訓練計画】（現時点での素案） 

 □日時 

  平成 30 年 11 月上旬（半日程度） 

 □場所 

  県庁第二分庁舎又は川崎市役所等を予定（川崎市と調整中） 

 □参加機関 

神奈川県、川崎市、神奈川県警察、海上保安庁、消防庁、コンビナート地域

の特定事業所、神奈川静岡地区広域共同防災協議会、マスコミ等 

 □訓練想定 

   ○ 特定事業所において大規模な事故が発生し、周辺住民の避難が必要となる。 

   ○ 各機関は相互に連絡を取り合い、迅速な住民避難に向けた対応を講じる。 

 

＜参考：昨年度の訓練の様子＞ 

プレーヤー               コントローラー 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－２ 



 

 

 

 (2) 情報受伝達訓練 

 「地震・津波発生時における石油コンビナート施設被害状況等把握マニュアル」等

に基づく特定事業所からの被害情報の受伝達に関する訓練を昨年度に引き続き 

実施する。 

 

【訓練計画】（現時点での素案） 

 □日時 

  平成 30 年８月下旬（半日程度） 

 □参加機関 

神奈川県、横浜市（消防局・危機管理室）、川崎市（消防局・危機管理室）、

コンビナート地域の全特定事業所（80 事業所）、各地区共同防災協議会等

（７団体） 

 □訓練内容 

   ①「地震・津波発生時における石油コンビナート施設被害状況等把握マニュアル」 

等に基づき、各特定事業所が各市消防局を経由して県工業保安課あてに 

被害状況の報告様式をＦＡＸ送信し、県において取りまとめを行う。 
 

   ②「危険物タンクのスロッシング被害予測システム」※を用いて、製油所の

危険物タンクの実液面高さの入力を行い、評価結果メールを県工業保安課

等で受信する。 

   
※観測した地震動と危険物タンクの液面データからスロッシング被害の予測を行い、
関係防災機関等に予測結果をメール送信するシステム。（参考資料７） 
地震直後に満液想定で自動判定を行う「一次評価」と、地震発生時の液面高さを
手動で入力して判定を行う「二次評価」があり、昨年度に引き続き二次評価の 
操作訓練を行うもの。対象事業所は５事業所（２事業者）のみ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スロッシング被害予測システム設置事業所 

 ＪＸＴＧエネルギー㈱川崎製油所 

ＪＸＴＧエネルギー㈱根岸製油所 

東亜石油㈱京浜製油所水江工場 

東亜石油㈱京浜製油所扇町工場（東扇島地区） 

東亜石油㈱京浜製油所扇町工場（扇島地区） 
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緊急遮断弁
緊急遮断弁

防油堤防液堤

製造設備

流出油等防止堤

タンカー

自衛防災消防車
高圧ガス

タンク

危険物･毒劇
タンク

フレアスタック改良
地盤

流出油等防止堤

消火用屋外
給水設備

貯水槽消火栓
基礎杭 基礎杭

【住民対応】

【訓練実施状況】

 新しい検査技術の活用事例
 近隣事業所間の相互応援協定締結状況 (72%)
☑ 公設消防なしの防災体制の想定有無 (93%)
 土嚢等の防災資機材の整備 (79%)

【その他】

事業所のソフト面に係る調査項目

• 建物の耐震化（多数従業員を収容する建物、応急活動体制の拠点となる建物）
→計器室以外の建物の耐震状況の把握を要追加。

• 液状化詳細判定 → 今後、事業所としての液状化対策の状況把握が必要。
• 埋設配管の腐食劣化に関する検討 → 設置時や保安検査時に個別指導
• 保安設備の予備動力源の確保 → 遮断弁等の保安設備の整備状況把握を優先

【高圧ガス貯槽】
地震に起因するＢＬＥＶＥの発生

☑ 耐震基準適合措置の状況及び改修予定 (100%)
☑ 遮断設備の状況（停電時の操作性等） (99%)
 地盤の流動化判定 (70%) → 貯槽対応済み
【配管】
地震に起因する破断→貯槽等を加熱

 既存高圧ガス配管耐震性評価・改修 (47%)
 保温材等設置配管の外面腐食対策実施状況（点

検計画の策定等) (64%)

【第４類危険物及び毒性危険物屋外貯蔵タンク】
①地震による漏えい→防油堤外火災/防油堤全面火災

☑ 準特定/浮き屋根の新基準対応状況 (100%)
 内部浮き蓋式屋外タンクの新基準対応計画 (88%)
 防油堤の漏洩防止措置 (59%)
 遮断設備の状況 (62%)
 側板の点検に係る指針等の点検規程への反映状況 (83%)
②長周期地震動によるスロッシング→ボイルオーバー
 スロッシング対策（早期検知方法等）

【第３類危険物の貯蔵所】
津波による禁水性物質の流出→火災

☑ 津波浸水対策（浸水・流出対策） (100%)
☑ 遮断設備の状況(タンクの場合） (100%)
【容器等の津波対策】
津波による危険物等の流出→火災
 高圧ガス容器流出対策（70%)
 危険物容器の流出対策(65%)
☑ タンクローリーの津波時の対応 (59%)

→南海トラフ想定では、浸水影響少ない。

【毒性液体タンク】※
地震による毒性物質の流出→拡散
 採用している耐震設計基準 (34%)
 遮断設備の状況 (56%)
 液状化対策 (56%)
 除害設備の整備状況 (72%)
※石災法で指定されているアクリロニトリル

や塩素、硫酸等の毒劇物14種類
→ 対象施設数が少ないこと、国で基準検

討を始めたことを踏まえ、保留。

【海上入出荷施設】
津波による係留中タンカーの破損等

☑ 津波時の対応規定の整備状況 (88%)
→体制整備は概ね規程化済み。
 緊急遮断装置等の整備状況 (53%)
☑ 緊急時対応訓練の実施状況 (72%)

【消火用屋外給水施設】
地震による使用不可
 給水主管の環状配管化 (61%)

（可搬式ポンプの整備等 (29%)）
 加圧ポンプ等の地震及び津波対策
【消防車庫】
津波や液状化により使用不可

☑ 消防車庫の地震対策 (59%)
☑ 消防車庫の津波対策 (50%)

→南海トラフ想定では、浸水影響少ない。

【パイプライン（導配管）】

老朽化や地震による漏えい→ガス拡散、火災
 現行耐震基準への対応状況 (18%)
 遮断設備の状況（停電時の操作性等） (74%)
 液状化評価の実施状況 (22%)

→ 管内の内容物量以上に漏えいする可能性は
低く、他と比べてリスク低。

石コン計画に記載はあるが聴取していない項目

リスク周知
 平常時の周辺住民への情報発信方法及び内容(97%)
 事故及び災害時の情報発信方法及び規定の有無(43%)

 想定、訓練内容、参加機関、協力会社の参加、
周辺住民の参加又は公開(12%)

→状況把握のみで継続的な聴取不要。

 合同訓練実施状況(88%)
 最悪ケースの想定

【プラント】
①反応暴走による爆発

☑ リスクアセスメントの実施状況 (100%)
②地震時に起因する爆発
 計器室/非常用発電設備の耐震及び津波対策
 地震計と連動した緊急停止 (51%)

→一律連動停止が適切とは限らないため。

 緊急停止ﾏﾆｭｱﾙの整備 (92%)
 保安用不活性ガスの供給主配管の冗長性 (38%) →対応要検討

 フレアスタック等の耐震性 (47%)
→フレアスタック等の耐震検証（H30追加）

☑ 全停電時の遠隔停止可否 (90%)

① 事業所の防災訓練の充実に向けて、訓練想定や実施内容について、継続して聴取する。特に、被害が事業所外に及ぶ(情
報発信する)事故の判断基準について確認をする。

② 危険物タンクの緊急遮断弁の設置等については、現状把握とソフト対策(元弁を速やかに閉止できる体制構築等)の状況を
聴取する。

③ 上記以外の平成２９年度の調査項目については、対応未了の事業所に対して、取組の進捗を継続して聴取する。
④ ハード対策及びソフト対策問わず、災害対策の優先度を事業所自らが考え、その年度の取組計画を回答してもらう。併せて、

前年度の取組結果を聴取する。（今年度回答から計画事例を整理し、例示、紹介することで、回答しやすいように工夫する。）

平成30年度石コン防災計画に係る予防対策取組状況調査

平成30年度調査の基本方針 【関係規定及び資料】
• 神奈川県石油コンビナート等防災計画

第４編予防計画 第１章特定事業所における予防対策
• 大規模地震災害に対する高圧ガス施設等に係る減災対策の調査報告書（H27.3)
• 石油コンビナート等防災施設の耐災害性の確保のための経年劣化に伴う点検基準等のあり方に関す

る検討会報告書(H25.12)

【凡例】
□ H28年度調査項目 ☑ 対応完了確認済みの項目 ■ H29年度調査項目 （対応完了(%)）
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石油コンビナート事業所における緊急移送設備の能力 

及び運転管理に係る実態調査結果 

－平成 29 年度高圧ガス施設等保安推進業務委託－ 

 
１ 目的 

高圧ガス施設には、プラントの運転開始・停止時に施設内で発生する余剰ガスを安全に

処理・放出するために、緊急移送設備が設置されている。地震などにより施設を緊急に停止

した場合は、緊急移送設備は災害防止のため重要な役割を担うものである。 
 そのため、緊急時の重要な保安設備である緊急移送設備について、望ましい設備能力並び

に運用・運転方法による緊急時の対処、地震対策について実態調査を行うと共に、自主的

な対策の一助となる指針を検討し提言することを目的とする。 
 
２ 調査概要（アンケート調査） 

(1) 対象事業者 

県内コンビナート事業所のうち、緊急移送設備を有する事業所 
(2) 対象設備 

緊急移送設備のうちフレア（ベント）スタック及び毒性ガスの除害設備 
(3) 調査内容 

〇 現在設置されている緊急移送設備の設計思想（設備仕様等）と地震対策 
（耐震性の検証状況及び耐震化事例） 

〇 通常運転、非定常作業及び災害発生時の運転管理方法 
 
３ 調査結果 

県内のフレア（ベント）スタックを有する 17 事業所、毒性ガスの除害設備を有する 21
事業所から回答があった。 
(1) フレア（ベント）スタック 

〇 設備仕様については、プラントの異常発生時や緊急停止時に必要な処理能力をも

とに設計しているところがほとんどであったが、約２割の設備については、設計の

基礎となる各種データが不明となっていた。 
〇 耐震性の検証状況については、フレア（ベント）スタック本体及び基礎部について

は約５割から６割の設備に対して耐震評価が行われているが、スタック本体に接続

されている配管については約７割が未実施であった。 
〇 地震時の運転管理については、全事業所で自動停止システムの導入やマニュアル

の整備を行っていたが、フレア（ベント）スタックの機能が喪失した場合の処理方法

については半数が未検討であった。 
〇 また、緊急停止を判断する責任者及び代行者と免責規定を明記していない事業所

が約２割あった。規定化されていない場合、判断が遅れ、さらに大きな災害になる恐

れもあるため、これらの規定をしておく必要がある。 
(2) 毒性ガスの除害設備 

〇 除害設備が機能不全となった場合に、これを検知して毒性ガスの流入を遮断できる

設備は約４割であるが、製造施設に遠隔操作可能な緊急遮断弁を設置している事業所
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は９割とほぼ全てであった。また、電源喪失時のバックアップ機能を備えているの

は約４割であった。 
〇 毒性ガスの除害設備は、約８割で耐震評価が未実施であった。しかし、毒性ガス

の発生する製造施設が緊急停止した場合、ガスの発生は減少して止まることから、

装置内に毒性ガスを封じ込めるシステムが一般的に採用されている。よって、除害

設備の機能が一部損なわれても大きな災害へは繋がらないと思われる。 
 
４ 対策のための提言 

(1) フレア（ベント）スタック 

〇 フレア（ベント）スタックの技術情報は、設計の基礎となる各種データが不明で

ある事例があることから、設備の維持管理や増設・改造の際に、確実に技術情報を継

承できる管理体制にする必要がある。 
〇 耐震性の検証は、一部のフレア（ベント）スタックで未実施であることから、フレア

（ベント）スタック本体や本体廻りの配管について、最新の耐震基準で評価する必要

がある。 
〇 地震時の運転管理方法は、地震時に、迅速な判断、対応が求められることから、

リスクアセスメント評価を行い、その評価結果を事業所内で共有する必要がある。 

併せて、フレア（ベント）スタックの機能が喪失した場合の処理方法が未検討の設備

が約半数あり、機能が損なわれた場合に余剰ガスを安全に大気へ放出する方法など

の検討が望まれる。 
〇 緊急停止を判断する責任者及び代行者と免責規定を明記していない事業所があるこ

とから、緊急時に迅速な判断と速やかな対応を行うため、責任者及び代行者の明示と

免責規定を明記する必要がある。 
(2) 毒性ガスの除害設備 

除害設備は、大きな課題はないが、設備が製造装置に付随したものであることから、

緊急時の保安確保のため、電源が喪失した場合のバックアップ機能について検討して

おくことが望ましい。 
 
５ 今後の対応 

 本調査では、緊急移送設備の設計、耐震性及び運転管理について対策の考え方を示し

た。今後は、提言に沿って対策を進めることとなるが、時間を要する取組もあることか

ら、石油コンビナート事業所において自主的な取組として着実に進めるよう促していく。 



石油コンビナートの地震防災対策の充実
－平成29年度版－

安全防災局工業保安課

神奈川県では、東日本大震災等の
新たな知見をもとに、平成25年度から
26年度にかけて「石油コンビナート等
防災アセスメント調査」を実施し、
地震等による石油コンビナートへの
被害状況等を推定しました。
この調査の結果を踏まえ、平成28年

３月に「神奈川県石油コンビナート等
防災計画」を修正し、想定した災害に
対する予防対策等を充実・強化しました。
本パンフレットでは、石油コンビナート

の防災対策の状況を紹介します 神奈川県内の石油コンビナート

京浜臨海

根岸臨海

【問合せ先】
〒２３１－８５８８ 横浜市中区日本大通１

神奈川県安全防災局安全防災部工業保安課コンビナートグループ 工藤、田澤
電話番号： ０４５－２１０－３４７９、 ファックス番号 ０４５－２１０－８８３０

行政機関による防災対策の充実

【防災訓練】

【情報発信】

石油コンビナートでの大規模な災害に対応するため、行政機関は、単独訓練や事業所や
関係機関との合同訓練など、様々な訓練を実施しています。

合同図上訓練（県）

臨海部防災講座（川崎市主催)

県では、平成28年度から、各事業所の防災に関する取組状況
を調査し、その結果の概要をホームページに公表する取組を
開始しました。

川崎市では、啓発パンフレットの作成・配布や臨海部を対象と
した防災訓練、防災講座などを実施しました。

今後について

県や横浜市、川崎市は、地域の消防や警察、海上保安庁及び事業所等と連携し
て、石油コンビナート地域が、安心・安全で、活力ある産業拠点であり続けるよ
う、取り組んでいきます。

県や市等の行政機関は、消防法や高圧ガス保安法などの法令による事業所への
規制・指導のほか、訓練や啓発活動などを行っています。

【避難計画】

横浜市及び川崎市は、大規模な火災や爆発等が発生し、石油コンビナート地域外にも影響
が及ぶ万一の事態を想定した避難対策を含め、市の細部運用計画について見直し作業に
取組むなど、対応を進めています。

神奈川県の石油コンビナートは、
全国有数の規模を持ち、製油所や
化学工場などでガソリンや灯油、
化学素材等、私たちの生活に欠かせ
ない製品を供給している重要な拠点
です。

これまで、石油コンビナートは、
わが国の経済を支えてきましたが、
一方で、災害や事故等に備え、県や
市、事業者などが一体となり、防災
対策を進めてきました。

－石油コンビナート等防災計画に係る予防対策の取組状況調査結果の概要－

【神奈川県石油コンビナート等防災計画】
平成28年３月に修正した「神奈川県石油コンビナート等防災計画」の本文及び概要は、次の
ホームページで公表しています。
http://www.pref.kanagawa.jp/cnt/f5050/p15002.html

臨海部の各消防署は、事業所との合同訓練を定期的に実施し、
事業所の対応能力の向上を図っています。

コンビナート周辺地域の皆様を中心として、情報発信に取り組んでいます。

県は、地震による危険物の漏えいやタンク火災等の大規模な災
害を想定し、関係機関や事業所と合同図上訓練を実施しました。
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情報発信の

ルールあり
43%

情報発信のルール

検討中 9%

検討未着手
7%

周辺に住宅

なし
41%

定期交流

あり
48%

定期交流なし1%

周辺に住宅

なし
51%

想定済み
73%

想定予定
15%

未想定
11%

未回答
1%

合同訓練実績

あり
94%

事業所単独訓練

のみ実施
4%

未回答
2%

耐震化

対応済み
63%

耐震化

対応予定
27%

未着手
10%

適合
100%適合

100%

事業所の自主的な取組みにより、コンビナートの大規模な火災等につながらないように災害対策を充実

コントロールルーム（計器室）
の地震対策

ＬＰガスなどを入れた高圧ガスタンクは、

全てが「より厳しい耐震基準」に対応しています。

 大型危険物タンク(500ｋℓ以上)は、法令により、新しい耐
震基準への適合が求められており、平成29年３月末までに
稼働中の全てのタンクの適合が完了しました。

 事業所は、万一の災害時の適切な広報活動のため、情報発信のルール
作りを進めています。

より厳しい耐震基準への対応状況

全973基

 県では、国の耐震基準ができる前の昭和48年から、独
自の基準を定めるとともに、事業所の皆様の協力のも
と、全てのタンクが「より厳しい耐震基準」に、対応
しています。

※危険物や高圧ガスを大量に保有している特定事業所（81
事業所)を対象にアンケート調査を実施しました。
※グラフ内の数値は、平成29年９月調査時点のものです。

 また、事業所は、自主的に「遠隔操作可能な緊急遮断弁」
の設置を進めており、法令上設置義務のない１万kℓ未満の
大型危険物タンクの約半数にも設置されています。

化学製品等の製造設備は、災害時にも安全に停止できる仕組みになっ
ています。

【高圧ガスタンクの地震対策】 【危険物タンクの地震対策等】

原油や灯油などを入れた大型危険物タンクは、
新耐震基準への適合が完了しました。

新耐震基準への適合状況

【製品等の製造設備の対策】

【防災訓練】

災害発生時の初期対応等を確実に行うため、毎年防災
訓練を実施しています。

【情報発信】

地域の皆様と交流するため、説明会等を開催しています。

プラント保有
32事業所

 事業所は、地震等の災害に備えて、製造設備の緊急停止対応や運転状態の
監視を行うコントロールルーム（計器室）の耐震化工事や津波浸水対策を
順次進めています。

 事業所は、地震や火災等の万
一の災害に備え、毎年防災訓
練を実施しています。

 多くの事業所は、公設消防や
近隣事業所などの外部機関と、
合同訓練を実施し、連携などを
確認しています。

229施設

※昨年度未適合だったタンク(2基)は、今年度、改修工事が完
了しました。

合同訓練実施状況
（直近５年間の実績）

全81
事業所

災害時の情報発信ルールの明確化地域との定期交流状況

全81
事業所

全81
事業所

全255基

コントロールルーム（計器室）
の津波浸水対策※

※南海トラフ巨大地震の津波浸水想定に対して、対策の実施状況を調査。

浸水なし又は津

波対策済み
100%

津波対策予定
1%

229施設

 また、事業所は、製造設備の緊急停止に必要な保安設備（余剰ガスを処理
するフレアスタック等）についても、耐震性の確認を行い、地震時にも確
実に緊急停止できるか検証を進めています。

【地震等の被害想定の実施】

地震や火災時に起こる被害を、事業所独自に想定することで、
災害対策に活用しています。

全81
事業所

 事業所は、地震や火災等により、
どのような被害が発生するか最悪
のシナリオの想定を行っていま
す。

地震時に発生する被害
想定の実施状況

 被害を最小限にするため、被害想
定を、独自の災害対策の検討や防
災訓練などに活用しています。 また、国主催の技能コンテス

トに参加するなど、消火技術
の向上に取り組んでいます。

※「遠隔操作可能な緊急遮断弁」は、タンクの元弁を遠隔で自動に
閉止できることから、油の流出の速やかな停止に有効です。

※「より厳しい耐震基準」とは、強い地震に対して、設備は変形して
も、倒壊しない耐震基準を指します。

緊急遮断弁 緊急遮断弁
防油堤防液堤

製造設備

流出油等防止堤

タンカー

自衛防災消防車

ＬＰＧタンク

石油タンク

フレアスタック改良
地盤

流出油等防止堤

消火用屋外
給水設備

貯水槽消火栓
基礎杭 基礎杭

計器室

事業所
境界



 

 

国への提案・要望について(関係箇所抜粋) 

○神奈川県 国への提案 抜粋 （平成29年６月提出） 

５ 石油コンビナート地域の防災対策の強化 

【提案内容】               提出先 消防庁、資源エネルギー庁 

  石油コンビナート地域において、事業者による地震・津波対策や産業保安等の取組が

着実に進むよう、スロッシングの早期検知技術の開発などの、防災対策の充実強化を図

ること。 

◆現状・課題 

東日本大震災では、検査用に水を張った高圧ガス貯槽の倒壊を原因とする爆発事故が起き

た。また、平成28年10月には、本県における相模トラフを震源とする長周期地震動の大きな

影響を示唆する研究結果が国から発表された。石油コンビナートは、我が国の産業や経済を支

える極めて重要な基盤であることから、事業者の防災対策が着実に進むよう、新たな検査手法

やスロッシングの早期検知技術の開発等について、国として対策を講じる必要がある。さら

に、産業事故の原因として、従業員の知識・経験不足が指摘されている一方、従業員の高年齢

化も進んでいることから、知識や技術の継承を進めるため、道府県と連携しながら、国におい

て人材育成の仕組みを構築する必要がある。 

◆実現による効果 

石油コンビナートの球形貯槽に水を張らずに検査できる手法の開発により、東日本大震災の

ような爆発事故を防止できる。また、スロッシングの早期検知技術の開発により、数百ある石

油タンクの中から、危険な状態にあるタンクを速やかに把握でき、優先順位をつけ、初動対応

を行うことができる。さらに、体験型教育・訓練施設の設置や過去の事故から得られた教訓を

共有する仕組みを構築・活用することで、現場保安力に優れた人材の成長が促進される。 

（神奈川県担当課：安全防災局災害対策課、危機管理対策課、工業保安課） 

 

○九都県市首脳会議 提案書（地震防災対策等の充実強化）抜粋（平成29年７月提出） 

７ 首都圏の経済活動や市民生活を支える石油コンビナート地域の防災・減災対策を推進

するため、以下の対策に取り組むこと。 

(1) 国が発表した首都直下のＭ７クラスの地震及び相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震の

被害想定を踏まえて、消防法、高圧ガス保安法、毒物及び劇物取締法等の技術基準の

妥当性を検証し、必要に応じて見直すこと。 

(2) 災害時のエネルギー供給等の観点から、事業者が行う液状化対策や津波浸水対策等へ

の支援の継続と拡充等に取り組むとともに、定期改修等が年度当初に行われる場合で

あっても、合わせて事業者が活用可能となるよう、柔軟な制度運用を図ること。 

(3) 長周期地震動に伴う屋外貯蔵タンクのスロッシング抑制技術及び早期検知技術の調

査・研究を進めること。 

(4) 施設の経年劣化に対する維持管理技術の情報提供に努めるとともに、施設改修へのイ

ンセンティブを向上させる取組みを進めること。 

(5) 高度な知識や技術が要求されるコンビナートの防災対策を担う人材を、事業者が育

成・確保できるよう、国として支援を行うこと。 

(6) 石油コンビナートにおける大規模災害に対応するため、関係省庁の連携を強化して、

一元的な防災対策の推進に継続的に取り組むこと。 

(7) 高圧ガス設備の溶接補修後に行われる耐圧試験に代わる、より安全に強度を確認する

ための検査方法について、研究開発及び制度化を進めること。 

参考資料５ 



 

 

○全国石油コンビナート立地道府県協議会 提案・要望書 概要（平成29年８月提出） 

提案１．石油コンビナートの強靭化 
南海トラフ巨大地震、都心南部直下地震への対応。石油精製事業所への支援制度の石油化学事業所等までの拡大、地震

発生時のアクセス道路の早期啓開等、老朽化設備の建替等への支援等が必要 

（１）石油コンビナート関係省庁間の連携強化 

（２）地震、津波、液状化対策及び防災資機材の充実への支援 

（３）コンビナート護岸の耐震補強に対する支援強化等 
 航路外の民間護岸についても支援対象への追加を要望 

（４）ＢＣＰの不断の見直しに対する支援 

（５）入出荷設備や交通インフラの強化に対する支援 

（６）高圧ガス設備の耐震補強に係る支援強化 
      複数年度をまたぐ事業についても支援対象への追加を要望 

（７）高圧ガス設備の耐圧試験に代わる安全な検査方法の研究開発等 
新たに、東日本大震災時に発生した球形貯槽が倒壊した事故の教訓を踏まえ、一部の材質における溶接

補修後の耐圧試験要否の判定基準の制度化、高張力鋼の溶接補修後の耐圧試験に代わる研究開発の継続

を要望。 

（８）災害時における緊急通行車両登録手続の迅速化 

（９）危険物タンクの減災対策に関する事業者への要請及び研究開発等の推進 
スロッシングによる災害の防止のための事業者への要請を追加 

（10）エネルギー供給の途絶リスクの低減等 

（11）設備の老朽化対策等への支援及び新規技術の開発等の促進 

（12）現場保安力に優れた人材の育成 

（13）事業所が行う詳細な防災アセスメントの実施支援 

      新たに、事業所の自主防災の取組を進めるため、必要な費用の補助など国の支援制度の創設を要望。 

 

提案２．石油コンビナートの国際競争力強化 
国内のコンビナートは、小規模・分散型で非効率で高コスト構造。中東・アジア等は大規模・最新鋭の製油所が新増設

され、海外から安価な製品が流通している現状への対応が急務で、低コスト施策が必要 

（１）生産設備への投資等に対する支援強化 
 省エネ以外の競争力強化の取組(省資源、低コスト化等)への対象の拡充 

（２）企業間連携等の取組に対する支援強化 
 事業再編・統合まで含まない取組についても支援対象とするよう要望 

（３）製油所の再編・統合に係る地域への配慮 

      エネルギー高度化法による製油所の再編に関し、製油所の災害時の役割についても配慮するように要望 

（４）関係規制の見直し 

（５）電気料金の低廉化 
 



川崎市臨海部防災対策計画の改定について

Ⅱ 計画の構成及び内容

Ⅲ 主な改定の内容

Ⅳ パブリックコメントの実施結果等

１ 避難計画の具体化

Ⅰ 川崎市臨海部防災対策計画

主要地方道東京大師横浜以南の地区を対象とし、「神奈川県石油コンビナート等防災計画」及び「川崎市地域防災計画」を
受け、臨海部の災害の未然防止及び発生した災害の拡大を防止するための総合的運用計画として、平成２５年４月に策定

■臨海部防災対策計画の体系

災害対策基本法

石油コンビナート等災害防止法

原子力災害対策特別措置法

神奈川県石油コンビナート等防災計画

川崎市地域防災計画における臨海部に係る事項
・震災対策編 ・都市災害対策編

・神奈川県石油コンビナート等防災計画に基づ
く、石油コンビナート防災対策の運用計画

・川崎市地域防災計画で、臨海部に関する
対策の運用計画

関連法令 関連計画 川崎市臨海部防災対策計画

＜県石油コンビナート等防災アセスメント調査の対象施設や災害事象及び想定災害が前提＞

・対象施設：特定事業所が保有するコンビナート施設（タンク・プラント・入出荷設備等）

・災害事象：平常時、地震（都心南部直下地震、大正関東型地震等）、津波、大規模災害

・想定災害：第１段階（現実的に起こり得ると想定し、対策を検討）

第２段階（発生可能性は低いが、万が一に備えて対策を検討）

低頻度大規模災害（発生可能性は極めて低いが、対策を講じることが望ましい）

＜避難を要する事態及び避難方法＞

・避難を要する事態：火災延焼拡大、大量漏洩、大規模災害

・避難方法：域外避難（一時避難、広域避難、特別避難）、屋内避難

＜避難計画＞

・対象地域：８エリア（各島等）に区分（左図の①～⑧を参照）

・対象災害：石油コンビナート区域外の一般地域へ及ぶ災害、区分した各エリアの隣接エリアに及ぶ災害

・避難計画の分類：平常時及び地震時、大規模災害

・避難計画（抜粋）

＜避難の実施＞

・平常時の単独事故災害と地震・コンビナート等の複合災害の主な活動内容や避難実施の流れを記載

２ 県石油コンビナート等川崎地区現地防災本部の招集事業所の見直し

・現地本部に招集する関係機関として京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所を規定

・現状、該当年の京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所のみ記載

・京浜臨海地区石油コンビナート等代表特定事業所の３社を記載 ・各機関の役職を記載せず、機関名のみ記載

旭化成株式会社川崎製造所、東亜石油株式会社京浜製油所、昭和電工株式会社川崎事業所

臨海部
対象地域は市内の「主要
地方道東京大師横浜」以
南の地区

石油コンビナート等災
害防止法に規定され
る特別防災区域

石油精製業化学工業及
び製鉄業等の特定事業
所が所在

①

②
③

④
⑤

⑥
⑧

⑦

＜エリアの凡例＞

項 目 主 な 内 容

総則
＜本市及び防災関係機関等が防災に関し処理すべき業務の大綱＞

計画の方針、臨海部の概況、特定事業者等の措置、市・防災関係機関等の役割等

災害想定
＜石油コンビナート災害における災害影響度及び津波災害、放射性物質災害等の概要＞

神奈川県石油コンビナート等防災アセスメント調査結果の概要、津波災害、放射性物質等災害

災害予防計画
＜災害発生の未然防止、又は、被害を最小限に止めるため、日頃から行うべき措置等＞

特定事業所の予防対策、防災関係機関の予防対策、公共施設の安全対策、津波対策、情報連絡体制の整備
液状化・長周期地震動対策、帰宅困難者対策、情報提供等

応 急 対 策

＜災害発生から応急対策終了に至るまで、初動対策及び応急対策に係る措置等＞
防災組織体制、災害情報の収集・伝達、災害への防ぎょ活動、避難対策（避難の考え方、避難計画、避難の実施）
救助・救急、医療救護対策、災害時の広報・広聴、警戒・警備、緊急輸送対策、災害救助法の適用、生活関連施設の
応急復旧活動、放射性物質災害対策等

復旧・復興対策
＜被災者及び事業所等の災害復旧・復興に向け必要な措置＞

民生安定のための緊急措置、公共施設の災害復旧、復興体制

東海地震に関す
る事前対策計画

＜大規模地震対策特別措置法に定める、警戒宣言発令時の事前対策＞
計画の目的、予防対策計画、地震防災応急対策

■臨海部エリア

■計画の見直し経緯

平成２５～２６年度
「神奈川県石油コンビナート等
防災アセスメント調査」の実施

平成２７年度
「神奈川県石油コンビナート等

防災計画」の修正
「川崎臨海部防災対策計画」の改定

資料１

・意見の募集期間 ：平成２９年８月１日（火）～平成２９年９月１日（金） ３２日間
・意見提出数（意見件数） ：６通 （２７件）
・意見の分類 ：計画全般に関すること ２０件、避難計画に関すること ７件

＜計画の説明・周知等＞

・様々な機会を捉え、市民の皆様や臨海部の事業所の皆様に説明・周知等を実施
・従前から、臨海部の防災対策の啓発を実施してきたが、今後も、あらゆる機会を通じて啓発の取組等を進め、臨海部の防災力の

強化に努める。

（別表１）平常時・地震時の災害

地区名 最大避難者数
都心南部直下地

震
大正型関東地震

【参考地震】相模

トラフ沿いの最大

クラスの地震

千鳥町 昼間：3686人

夜光２丁目 夜間：5人

千鳥町 昼間：3686人

夜光２丁目 夜間：5人

第1段階 第2段階1 危険物タンク

貯蔵：ベンゼン

・火災延焼拡大（危険物）

・大量漏洩（危険物）

放射熱

（2.3 kJ/m
2
s）

160 第1段階 第1段階

第1段階 第1段階 第1段階

想定災害の区分

地震時

平常時
施設諸元

エリア

番号

最大影響

距離[m]

影響の評価指標

（基準値）
避難を要する事態

避難対象地区（域外避難）

1 危険物タンク

貯蔵：ゴム用揮発油

・火災延焼拡大（危険物）

・大量漏洩（危険物）

160 第1段階放射熱

（2.3 kJ/m
2
s）

44556053
テキストボックス


44556053
テキストボックス
参考資料６



 

 

 

危険物タンクのスロッシング被害予測システムについて 
 

平成15年の十勝沖地震で、苫小牧市内に所在する原油の浮き屋根式タンクがスロッ

シングにより損傷し全面火災が発生した。 

これを受けて、平成20年度に長周期地震動を把握するため、原油タンクを保有するコ

ンビナート事業所へ地震計を設置した。 

また、平成 28 年度は、コンビナート防災計画を修正し、スロッシングの早期検知

を位置づけたことから、事業所にタンクの液面データの入力用パソコンを設置し、地

震計と連動させ、スロッシングしたタンクを早期検知するためのシステムを導入した。 

なお、このデータは、県、消防、警察等防災関係機関及び事業所で電子メールを通

じて共有することとしている。 

 

 
 

 
設置事業所一覧 

 

ＪＸＴＧエネルギー㈱川崎製油所 

ＪＸＴＧエネルギー㈱根岸製油所 

東亜石油㈱京浜製油所水江工場 

東亜石油㈱京浜製油所扇町工場（東扇島地区） 

東亜石油㈱京浜製油所扇町工場（扇島地区） 

1 

２

３
４

５

1 

2 

3 

4 

5 
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平成 30年３月 27日（火）

第３９回 九都県市合同防災訓練（平成３０年度 川崎市総合防災訓練）概要について

川崎市を含む九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原

市）では、首都直下地震等の被害を最小限に抑えるため、九都県市相互、また、市民一人ひとりと防災関係機関が

緊密な連携をとり、一体となって災害に立ち向かうことが重要であるとの考えの下、９月１日の「防災の日」を中心とし

た「防災週間」に、九都県市の連携・協力体制の充実を図る訓練を中心とした防災訓練を実施することとしています。

川崎市では、九都県市合同防災訓練の目的を踏まえ、第３９回九都県市合同防災訓練の幹事都市として、基幹

的広域防災拠点が立地する川崎区東扇島において本訓練を実施いたします。 

つきましては、本訓練の実施にあたり、多大なる御協力を賜りたく、よろしくお願い申し上げます。 

１ 訓練名称

第３９回 九都県市合同防災訓練（平成３０年度 川崎市総合防災訓練） 

２ 実施日時 

平成３０年９月１日（土）１０ ００ １２ ００（東扇島 東公園会場）

３ 訓練想定 

(1) 想定災害 川崎市直下を震源とする地震（マグニチュード７．３ 最大震度 ７） 

(2) 発生日時 平成３０年９月１日（土）１０ ００

４ 訓練の狙い 

(1) 防災関係機関相互の連携強化と他自治体及び国との協力体制の充実 

(2) 海上からの緊急支援物資の受入や物資集積場所での仕分け、分配等受援体制の確認 

(3) 市民参加型の体験訓練や防災啓発による自助・共助の取組強化 

(4) 障害のある人や外国人も含めた自助・共助・公助の連携強化 

(5) 臨海部石油コンビナート地域の防災体制の確認と、臨海部事業所と連携した災害対策の検証 

５ 訓練会場と主な訓練項目 

(1) 川崎区東扇島 

ア 東 公 園 会 場（道路啓開、救出救助訓練、ライフライン復旧訓練など）

イ 川 崎 マ リ エ ン 会 場（救援物資受入訓練、避難所訓練、各種防災体験訓練など）

ウ 臨 海 部 事 業 所 会 場（事業所内消火訓練、緊急海上避難訓練など）

  (2) その他の会場 

ア 病 院 会 場（災害時病院対応訓練、災害時石油供給訓練、病院間負傷者搬送訓練など）

イ 多数遺体取扱訓練会場（多数遺体取扱訓練※9 月 6 日（木）実施） 

川崎市総務企画局危機管理室 

九都県市合同防災訓練担当  

電話 ０４４（２００）０５６１  

FAX ０４４（２００）３９７２  



マリエン会場 

訓練会場 東公園会場 

・マリエン体育館 
救援物資受入訓練（九都県市からのトラック輸送）、 

避難所開設・運営訓練、避難所医療訓練 

・マリエン展望室 
避難誘導訓練（外国人等を対象）、 

・駐車場等 
防災体験訓練（みんなで訓練４８）、給食訓練（自衛隊）、 

総理防災体験訓練（みんなで訓練４８からセレクト） 

防災展示、災害ボランティアセンター設置訓練 

・岸壁（５号岸壁） 
  大型輸送艦による救援物資輸送訓練 

  避難誘導訓練  

・多目的広場（東側） 
負傷者応急救護訓練、初期消火訓練、一斉放水、情報受伝達訓練、 

道路啓開・緊急交通路確保訓練、救出救助訓練（ＮＢＣ想定も含む） 

・多目的広場（西側） 
ライフライン応急復旧訓練、災害時応急医療訓練（現地救護所 トリアージ・救急搬送訓練など）、 

救援物資受入訓練、給食訓練（自衛隊）、防災展示 

・ヘリポート 
応援部隊員輸送訓練、負傷者緊急搬送訓練、政府調査団視察訓練   

・首都高速換気塔 
  高所ビルを想定した救出救助訓練 

・東京湾アクアライン風の塔（川崎人工島） 
  要救助者搬送訓練 

５号岸壁

第３９回 九都県市合同防災訓練（川崎市総合防災訓練）
平成３０年９月１日（土） １０ ００ １２ ００（東公園会場）

(案)

訓練会場 マリエン会場 

・カルッツかわさき ※９月６日（木）実施

多数遺体取扱訓練 

防災浮き桟橋

 訓練会場 多数遺体取扱訓練会場 

東公園会場

・東亜石油株式会社京浜製油所 

事業所内消火訓練、負傷者応急救護訓練、情報収集訓練 

海上避難訓練（防災浮き桟橋）

訓練会場 臨海部事業所会場 
東亜石油株式会社 

京浜製油所 

・市立川崎病院 他 

災害時病院対応訓練、災害時石油供給訓練、 

病院間負傷者搬送訓練 

訓練会場 病院会場 


